資料３


令和元年度一般会計補正予算（第５号）案の概要


　令和元年度は、法人二税や地方交付税が当初予算から増加するとともに、人件費や一般施策経費などの歳出が減少したことから、収支は改善し、財政調整基金の取崩しを全額縮減しました。



【1】　歳　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	区分
	当初予算額
	補正前予算額
	補正額
	補正後予算額

	府税
	1,284,411
	1,284,411
	15,416
	1,299,827

	（実質税収ベース）
	(1,216,513)
	(1,216,513)
	(14,116)
	(1,230,629)

	
	個人府民税
	287,649
	287,649
	7,074
	294,723

	
	法人二税
	438,973
	438,973
	27,117
	466,090

	
	地方消費税
	350,125
	350,125
	▲ 20,075
	330,050

	
	その他の税
	207,664
	207,664
	1,300
	208,964

	地方譲与税
	158,573
	158,573
	▲ 5,663
	152,910

	
	地方法人特別譲与税
	154,521
	154,521
	▲ 5,391
	149,130

	地方特例交付金
	12,064
	12,064
	▲ 629
	11,435

	地方交付税
	223,800
	223,800
	23,350
	247,150

	国庫支出金
	200,201
	211,111
	▲ 13,958
	197,153

	府債
	260,286
	271,308
	▲ 34,566
	236,742

	
	通常債
	81,286
	92,308
	▲ 10,451
	81,857

	
	減収補塡債
	28,000
	28,000
	▲ 17,900
	10,100

	
	臨時財政対策債
	144,000
	144,000
	▲ 5,097
	138,903

	
	行政改革推進債
	7,000
	7,000
	▲ 1,118
	5,882

	その他
	459,014
	459,217
	▲ 123,978
	335,239

	
	貸付金元利収入
	319,587
	319,587
	▲ 88,362
	231,225

	
	財政調整基金
	33,491
	33,658
	▲ 33,658
	0

	
	その他
	105,937
	105,973
	▲ 1,958
	104,015

	合計
	2,598,349
	2,620,485
	▲ 140,029
	2,480,456


 (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。)

	■歳入増減主なもの

	・府税（実質税収ベース）
法人二税
地方消費税
・地方交付税
・府債
・その他
	＋１４，１１６百万円
＋２７，１１７百万円
▲２０，０７５百万円
＋２３，３５０百万円
▲３４，５６６百万円

	中小企業向け制度融資資金貸付金元利収入
財政調整基金取崩し（年度途中の収支改善額を活用し取崩しを縮減）
	▲８８，２４２百万円
▲３３，６５８百万円





【2】　歳　出　（単位：百万円）

	区分
	当初予算額
	補正前予算額
	補正額
	補正後予算額

	義務的経費
	1,076,256
	1,076,256
	▲ 12,438
	1,063,818

	
	人件費
	695,290
	695,290
	▲ 10,650
	684,640

	
	扶助費
	52,718
	52,718
	473
	53,191

	
	公債費
	328,248
	328,248
	▲ 2,262
	325,986

	税関連歳出
	226,849
	226,849
	▲ 4,363
	222,486

	建設事業費
	180,752
	201,910
	▲ 30,245
	171,665

	
	国庫補助
	108,486
	129,492
	▲ 24,968
	104,524

	
	単独
	72,266
	72,417
	▲ 5,277
	67,141

	一般施策経費
	1,114,492
	1,115,470
	▲ 92,983
	1,022,487

	
	貸付金
	316,022
	316,022
	▲ 88,488
	227,534

	
	補助金等
	611,902
	612,749
	▲ 5,263
	607,486

	
	積立金
	33,466
	33,466
	4,994
	38,460

	
	その他
	153,102
	153,233
	▲ 4,227
	[bookmark: _GoBack]149,006

	合計
	2,598,349
	2,620,485
	▲ 140,029
	2,480,456



	■歳出増減主なもの

	・人　件　費
給料・職員手当等
〔うち給与改定による職員手当引上げ等影響額
・税関連歳出
地方消費税市町村交付金
・建設事業費
（公共）：安心こども基金事業費
（公共）：都市基盤施設等の整備
（単独）：津波・高潮対策費（南海トラフ巨大地震対策）
・一般施策経費
中小企業向け制度融資資金貸付金
地域医療介護総合確保基金事業費
財政調整基金積立金
	
▲９，８２２
＋５，２９４

▲２，４０２

▲３，９３６
▲１４，６９５
＋６８８

▲８８，２４２
▲１，８２３
＋５，０１２
	
百万円
百万円〕

百万円

百万円
百万円
百万円

百万円
百万円百万円





○財政調整基金取崩額等の推移（当初予算と最終予算の比較）　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
	
	H27
	H28
	H29
	H30
	R1

	財政調整基金取崩額
	当初予算
	599
	710
	532
	312
	335

	
	最終予算
	378
	513
	60
	6
	0

	
	縮減額
	▲221
	▲197
	▲472
	▲306
	▲335





○ 補正後の財政調整基金残高（令和元年度末見込み）　　　　　　 　　　　　　  　1,564億円
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